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1.経 営方針

(1)は じめに

平成29年 度は、平成26年 度策定の中期経営計画(3ヵ 年)の 最終年度 を迎 え、

前年度からの継続事業の進行を図 り、更に新年度に予定 された事業 を実施する とと

もに、中期経営計画が完了できるよ う進捗状況の管理 を徹底す る重要な年で もあり

ます。

平成29年 度か ら、社会福祉法人制度改革 として社会福祉法の改正が施行 され、

そこでは社会福祉法人 に対す る社会の要請 として、①経営組織のガバナンス強化、

②事業運営の透明性の向上、③財務規律の強化、④地域における公益的な取組みを

実施す る責務、⑤ 内部留保の明確化 と福祉サー ビスへの再投下、⑥行政の関与の在

り方、以上の社会的要請を達成す る必要に迫 られ、経営は大きく変化するものと思

料する。

当法人は、法人理念に基づき行動 し、 ビジョンを達成 し、経営方針 に示 している

法人の経営課題を具体的に実現 していくことにより、この社会か らの要請に応 えて

参 りたい と考えてお ります。

そのためにも、中期経営計画の最終年度 としての事業をPDCAの サイ クルで し

っか り実行 してい くとともに、更に法人が社会的使命 を果たすために、事業計画を

充実 させ、重点項 目と基本施策を着実 に実施 し、経営の安定化を図っていく所存で

あ ります。

(2)社 会福祉法人の使命 について

当法人は、地域 におけるセーフティネ ッ トの拠点 として、更に社会福祉事業 を充

実 させていくとともに、地域 に存在す る様 々な課題について積極的に取組み、地域

の方々を中心 として、全ての方々に納得 していただける活動 をして参 ります。

2.施 設整備計画

(1)質 の高いケアの実現 と効率的な経営を両立させ るため、整備方針 の検討に当たっ

ては、 ソフ ト・ハー ドの両面から検討 を進 める。

(2)地 域 に根 ざした施設経営を行 うため、当施設圏域の整備計画や地域 の福祉ニーズ等

を把握するとともに、現状での事業規模では相対的に高コス トとな らざる得 ない状

態であ り、人員基準等 を考慮 しても事業規模 の拡大が効率的な経営を可能にす るも

のと思料 され る。 しか しなが ら、施設の経営実態は施設規模か ら受ける影響 も大き
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いが、それだけでは表わせない施設毎の固有の因子 もあるものと推測 され ることも

踏 まえ、新たな事業展開も検討 し、計画を策定す る。

(3)配 置計画及び人事考課制度 の見直 しを一体化 して推進 し、施設整備等補助金を有効

活用す る。

3.職 員配置計画

(1)利 用者が安全 ・安心な暮 らし、また職員が安心 して働 ける施設を 目指 し、サー ビス

提供 できる体制の充実を図るため、適切な支援及び勤務体制に見直 しに努 める。

(2)介 護サー ビスの質の向上を目指 し、介護及び支援の充実を図るため、適切な職員配

置の見直 しに努 める。

(3)職 員が働 きやすい職場環境の構築を 目指 し、職員個々の負担軽減を図るため、職員

構成の見直 しに努 める。職員構成の見直 しに当たっては、定年退職、普通退職等の

自然減 も考慮 しながら、段階的に進めて行 くこととす る。

(4)施 設整備計画の変更、介護報酬の改定、制度改正等による収支状況 の変化を勘案 し

計画 を推進する。

4.人 材育成 と職場環境 の確立

(1)平 成29年 度施行の社会福祉法の改正で も 「福祉人材の確保 の推進」が主要項 目と

なってお り、人材確保に向けた取組みを強化 していかなければならない。その中で

も人材育成が課題であ り、職員配置計画 に基づき、今後も職員 を採用 してい く計画

であ り、施設 に有為な人材を確保 し定着 させ るとともに、その後の育成、安定 した

職員確保 の観点か らも研修制度の充実を図る。 また、人材 の量的拡大のみな らず、

質の向上を目指 し、職員からの意見も考慮 し人材育成 について検討 を進 める。

(2)施 設実習を積極的に受入れ、実習内容 を充実 させ るとともに様々な機会 に施設をP

Rし 、人材確保につなげる。

(3)各 部署 ・ユニ ッ トで全員参加 の会議を定期的に開催 して、職員の意思統一 を図 り、

連携 を深 めてい くとともに業務改善に取 り組む。

(4)管 理職 による全職員 の面接を実施 し、相談やア ドバイスの機会を設けるとともに、

組織体制を見直 し、職員が心身 ともに充実 した働 きやすい職場環境を創 る。

5.人 事考課制度 の見直 し

(1)人 事考課制度は、全職員を対象に実施 して、職員一人ひ とりのや る気 を高めるとと

もに組織全体を活性化 させ るための有効手段 とし見直 しに努める。

(2)考 課者訓練に取 り組み、考課者が一定 レベル の評価スキル を身に付け、勤務実績 を

給与等 に適切に反映 させる制度 に改定 し、公正性 と納得性 を確保できるよう検討を

進 める。
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6.収 益力低下 を吸収するための業務効率化 とコス ト削減 に向けた取組み

(1)今 後 も改正による介護報酬引下げの圧力が強まることが予想 され、恒常的な収益

力の低下の一部は、恒常的な収益力の強化 ・コス ト削減努力によ り吸収する必要

があ り、そのために日々の業務 の効率化が重要 となる。今後は、更に利用者の確

保等 も含めた営業努力 による稼働率の向上、また医療 との連携等 に努める。

(2)開 設12年 を経過 し、近年経年劣化 による設備面での修繕箇所が生 じていること

か ら、修繕整備 を要す る項 目を整理 し優先順位 を付 け、計画的な修繕 を行 う。 ま

た、利用者、職員 による行為等で生 じる突発的な修繕については、要因分析 と再

発防止に向けた取 り組みを徹底 し、突発的修繕 を抑制す る。

(3)光 熱費については、近年削減策 の効果が表れてきていることか ら、継続 して取 り

組むこととし、電気料については基本料金の更なる値上 げが予想 され るため、業

者を変更することでデマ ン ド管理を徹底 しデマン ド値の引下げによる基本料金 の

節減 と効率化 に努める。また、施設内の照明設備を全てLED化 す ることを再度

検討 し、コス ト削減 を図る。また、不必要な場所、時間帯の消灯や夏季 ・冬季の

エアコン温度設定の徹底 した管理 を実施す る。

(4)紙 オムツにっいては、本年度 も継続 して新入職員等 を対象 にア ドバイザーによる

指導 を定期的に実施 し、品質の検証の他、使用量を再度調査す ることで削減に努

める。今後も消耗品等備品について も管理徹底 し、更なる削減 に努 めることとす

る。

(5)設 備 ・機器 の正 しい使用方法を再確認 し、不具合等異常の早期発見 と早期報告を

職員に徹底す る。また、管理者 による定期的な見回 り点検 を実施す ることにより

無駄な経費を節減す る。

(6)職 員に コス ト削減意識 を持 ってもらえるよ う、経費全般の節減 目標値 と 「コス ト

削減強化月間」 を設定 し施設全体で意識を高める。

7.重 点項 目と基本施策

基本項目 重点項 目 基本施策

1.利 用者満 足、家

族の安心、地域の信

頼 を得 るサ ー ビス

提供

(1)サ ー ビスの質 の向上 ア個 別ケアの推進

イ.医療的ケア実施体制の整備

ウ.記録の体系化

工.ユ ニッ トケア体制の確立

(2)利 用者の安全の確保 ア事 故防止対策の強化

イ.危機管理マニュアルの整備

ウ避 難計画の策定

(3)地 域における公益的な活動 ア地 域の福祉ニーズへの対応
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2.職 場環境 の確 立 (1)職 員確保 と人材育成 ア職 員の募集方法と採用試験の

あり方

イ職 員研修の充実と資格取得

への支援体制の充実

(2)働 きがいのある職場環境の ア施 設内研修会のあ り方

構築 イ.年次有給休暇の取得促進

ウ職員の健康保持増進対策の推進

3.透 明性 、安 定性 (1)組 織統治 と内部統制機能の ア.危機管理の徹底

を追及 した経営マ 強化 イ.事業所体制の整備

ネジメン トの実践 ウ福 祉サービス第三者評価の継続

受審

工職種別情報交換会の充実

(2)経 営マネ ジメン トカの向上 ア.新たな事業展開への早期対応

イ.介護報酬、制度 改定へ の対応

※上記の重点項 目及び基本施策の考え方 は次 のとお りとし、今後毎年度取 り組 んで

い くこととす る。

【基本項 目】1.利 用者満足、家族 の安心、地域 の信頼を得 るサー ビス提供

〈重点項 目〉(1)サ ー ビスの質の向上

重度高齢者、認知症ケア、看取 り介護 の支援や医療的ケア等の施設に

求 められる機能は、ますます高度化 ・専門化 してきている中で、常に良

質かつ安全 ・安心なサー ビスを提供 し、質の向上 を図ってい くことを目

指 し、次の基本施策に取組んでい くこととす る。

(基本施策)ア 個別ケアの推進

福祉サー ビスの リスクマネ ジメン トの視点か ら、サー ビス提供中の事

故の多 くは、利用者一人ひ とりのニーズにあった適切な個別サー ビスを

提供す ることで、未然に回避できると考えられ るので、適切なニーズの把

握 と利用者一人ひ とりの心身の特性に伴 うリスクを踏まえたアセスメン

トを正 しく実施 して、ケアプランに反映 させ、より一層の個別ケアを推進

してい く。

イ.医 療的ケア実施体制の整備

医療的ケア研修 については、引き続 き指導担当者の看護師を中心に実

地研修を行 う。介護職員による喀疾吸引等が医療行為 となるため、安全か

つ適切に実施 できるよう、医療的ケアの実施体制について更に整備 を進
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め てい くこ ととす る。

ウ,記 録の体系化

ケース記録等については、内容を充実 させ るため、その 目的、内容、活

用方法、管理方法等のマニュアル化を進めてい くとともに、その他の記録

簿についてもマニュアル化 し、記録 の体系化 を進めてい くこととす る。

エ.ユ ニッ トケア体制 の確立

利用者一人ひ とりを大切に した個別ケアが重要であ り、認知症や重度

化が進んで も、その人 らしさが表現でき尊厳が保たれ る生活 を保障 し、自

分の居場所 として認識 し、穏やかに過 ごせる環境づ くりを目指す。

ユニッ トケアが流れ作業的 にならず、生活 を共にするとい う意識 を高

めていくことが必要であ り、 日常の介護援助の中で利用者 の しぐさ等に

す ぐに気付ける観察力を身につける。そのため、個別 ケア及び認知症介護

の理解を深めることを目的に実践研修を実施する。また、例年 どお り外部

のユニッ トケア リーダー研修(平 成28年 度1名 修 了)に も引き続き派遣

していくこととす る。

(2)利 用者 の安全の確保

ア.事 故対策防止の強化

事故防止マニュアル の整備 、事故対策委員会の設置等事故防止の体制

については、一通 り整備 してきてい るが、効果的な原 因分析や再発防止

策の策定が十分ではない点があ り、事故 に至った根本的な要因を分析 し、

その対策 を効果的に講 じることができるよう、要因分析のスキルア ップ

に取組んでい く。

イ.危 機管理マニュアルの整備

消防計画、防災マニュアル、夜間防火管理マニュアル、感染症予防マニ

ュアル(感 染症発生時の対応マニュアル含む)等 について、既存の当該マ

ニュアルを改めて内容の相互点検を行い、よ り実効性 のあるものに見直

してい くこととす る。

ウ.避 難計画の策定

地震、土砂災害等災害時の避難計画について、盛岡市 と避難場所の調整

等を行い、施設の実情に応 じた計画を改めて策定する。また、避難の際の

重要書類の持ち出 しについて、部署別、重要書類別、担当別等更に具体的
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かつ明確化 したマニュアル を策定 し、災害 に対す る意識 を更に高めてい

くこととす る。

また、地域 との連携及び協力体制を確 立するため、消防署のみならず、

地元の盛岡市消防団第十分団 との連携 を密に し、災害対策への意識 を更

に高めてい くこととす る。

(3)地 域 における公益的な活動

ア.地 域の福祉ニーズへの対応

社会情勢 の変化 により、岩手県における福祉課題 は複雑多様化 してお

り、このよ うな状況を踏 まえ、平成28年 度 から社会福祉法人が種別を超

えて連携 ・協力 し、制度の狭間にいる方々の 自立を支援す る新たなセーフ

テ ィネ ッ トを構築するため、 「地域公益活動推進事業準備会」 を立上げ、

当法人の職員が当該事業の相談員 として活動 し、生活 困窮世帯等 に対 し

3件 の支援 を実施。平成29年 度か ら 「IWATE・ あんしんサポー ト事

業」として事業を開始す ることか ら、関係機関 と連携 し支援対象者への経

済的支援や各種制度 ・サー ビスの利用支援等を行っていくこととす る。

また、継続 して地域における課題や新 たな福祉の需要等 を積極的に把

握す るため、自治体、県 ・市社協、地域包括支援センター等関係機 関との

連携を密に し、要介護者 とその家族への支援等、地域に対 し施設機能を積

極的に還元す る取組みを進 めてい く。また、介護福祉 専門学校、大学、養

成機関等の実習受入れ、地元小 ・中学校等の福祉体験学習の受入等 を通 じ、

介護福祉人材育成や次世代につ ながる育成 にも積極 的に貢献 してい くこ

ととする。

2.職 場環境の確立

(1)職 員の確保 と人材育成

介護業界全体で厳 しい雇用環境続 く中、職員の確保 と人材育成 が大きな

課題 となってお り、職員配置計画通 りに進 まなけれ ば、サー ビスの質の向

上 どころか利用者の安全の確保 さえままな らない ことか ら、次の基本施策

に取組む ものである。

ア.職 員の募集方法 と採用試験のあ り方

職員募集の方法については、ハローワーク等 の求人のほか、ホームペ

ー ジでの採用情報の内容の見直 し
、求職者の感性に訴 える内容に更新

す る。また、学校、専門学校、養成機関等への積極的な実習の受入 につ
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いてア ピール をしてい くことで新卒者 の採用につなげてい く。

採用試験についても、試験内容等のあ り方について検討 を進めてい

くこととする。

イ.職 員研修の充実 と資格取得への支援体制の強化

一年 目の新人職員に対する育成体制 として
、新人指導担 当者を配置

して、着実に成果 を上げつつ あり、職員 の資質向上及び定着化 にもつな

がっている。引き続 きこの方針 は変 えない ものの、その後の育成 と職員

確保の観点から、研修制度の更なる充実が必要であるため、研修委員会

を主体に した施設内研修の見直 し、資格取得 に対す る支援 ・評価等のあ

り方やその他の人材育成方法についても再度検討 し、早期に実施 して

い くこととす る。

職員一人ひ とりについて、基本項 目に沿った資格 ・経験等 を考慮 し資

質向上につながる研修 に参加 させ るため、勤務体制等 を考慮 しなが ら、

個別研修計画を策定す る。また、今まで研修成果について、評価や見直

しを していない実情であるので、出張報告書での レポー ト提出のみな

らず、参加者への考課測定等(自 己評価 ・上司による評価)も 実施 し、

研修に対す る費用対効果を明確に してい くこととす る。

(2)働 きがいのある職場環境 の構築

職員の抱 える悩みや不安 をできる限 り解消 し、職員 の満足度を高める

ことで仕事に対するや りがいを感 じさせ ることが、より良いサー ビスの

提供 につなが るものと考え、次の基本施策 に取組む こととする。

ア.施 設内研修会 のあ り方

平成28年 度か ら、施設内外で実施 され る研修を 「施設 内研修」の一環

として系統的、一体的に実施することで全職員が参加 し質の向上に努め

ることが出来た。今後も引き続 き、職場 における主体的取組を促す ととも

に、実践内容を施設内で情報共有 していき、職員の質の向上や職場の活性

化、施設全体の強化につなげてい く。また、ベテラン職員の経験的知識や

知的 ノウハ ウを知的資産 として伝承 してい くことで個人及び組織の力量

を高 め、今後の取組意欲の向上につなげるためにも計画的に進めてい く

こととす る。

イ.年 次有給休暇の取得促進

年次有給休暇の取得については、現状 を分析 し、工夫 と改善を行い、取

得 しやすい環境づ くりを構築する必要がある。今後は、自己研鎭のための
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研修参加や資格取得のための休暇利用等、休暇のあ り方について各部署

の職員の声を聞きなが ら検討 していくこととす る。

ウ.職 員 の健康保持増進対策の推進～ 「ス トレスチェックの実施」

職員 の健康の保持増進には、自助努力 も重要であるが、労働環境の中で

自身のカでは取 り除けない健康障害要因やス トレス要因等が、存在 して

いる。

現在、健康保持増進 の具体的措置 として健康診断を実施 してお り、今後

も継続 してい くが、職場での人間関係等によるス トレスに対 しては、昨年

年か ら産業医を選任 ・配置 し、「ス トレスチェック」 を実施、来年度は実

施時期を早めてケアが必要 な職員に対 しては、産業医による面接指導 を

実施することで、引き続 きメンタルヘルスケアを充実 させ、精神的負担の

軽減 を図ってい く。職員の抱 える様々な悩みや不安をできる限 り解消 し、

心身の健康維持のための仕組みづ くりを管理者 中心に職員の声を聞きな

が ら検討 していくこととす る。また、夜勤業務を含 めた業務の検証 を行い、

適切な勤務形態 と適正な人員配置 を検討す る。

3.透 明性、安定性 を追及 した経営マネジメン トの実践

(1)組 織統治 と内部統制機能の強化

ア,危 機管理の徹底

危機管理 においては、初動態勢の確立が極めて重要であ り、 「まず報

告、悪い情報ほ どす ぐ報告、迷わず報告」を情報連絡の合言葉 として徹

底 し、危機管理意識の向上に継続 して取組んでい く。

イ.事 業所体制の整備

現在 の施設 の職員体制は、事業収支状況 を勘案 してのもので もある

が、十分なけん制機能が働かない、後任 の人材が育たない等の問題 も多

いのが現状である。今後は財務状況、管理者の運営面での関わ り、職種

関連携等を考慮 しながら、職員体制の見直 しについて検討する。また、

管理栄養 士や機能 訓練士等1人 で業務 を行 う職種 について も同様であ

るため、業務分担や業務連携 のあ り方、組織体制 について検討す る。

ウ,福 祉サー ビス第三者評価の継続受審

平成26年 度(9月 受審)に 初めて福祉サー ビス第三者評価 を受審 し、

これ までの法人並びに施設運営について、先ずは 自己評価による現状
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の把握 と問題点を抽出す ることで意識改革 の効果がみ られた。課題 と

なる事項 については、優先順位 を付 け、既に着手 しているものの、評価

受審によって明 らかになった問題点を定期的な研修会、勉強会を通 じ

て組織全体の資質向上 にっなげる。

平成28年 度に継続受審予定であったが、受審機 関との調整がつか

なかった ことから、平成29年 度の受審 に向けて調整 を図ってい くこ

ととす る。引き続 き施設内で第三者評価委員会が中心とな り、問題点の

要因分析、改善策の策定等早期 の改善に向け取組んでいく。

事業の透明性を高め、情報開示す ることで利用者のサー ビス選択に

役立てる とともに、今後問題点を改善 していくことで、評価結果の情報

開示 によ り、マーケティング戦略 としてい く。

エ.職 種別情報交換会の充実

組織体制 として、様 々な職種があ り、職務内容 も多岐にわたるため、

職務に直結 した職種別研修の実施 も必要であるが、当面は職種別情報

交換会 として相互の業務 の進 め方等情報交換 し、事務処理の効率化 と

標準化を図っていくことで職種別研修の実施に結び付けていく。

(2)経 営マネジメン トカの向上

平成29年 度の社会福祉法人制度改革や平成30年 度の介護報酬の改

定及び第7期 介護保険事業計画の施行で、より一層経営環境がめま ぐる し

く変化 して行 く中で正確な情報 を早期 に収集 し、十分に分析 した上で有効

な対応策 を講 じていかなければな らないため、次の基本施策に取組んでい

く。

ア.事 業展開への早期対応

平成28年 度 は、7H1日 に 「グループホームさくらぎ」が開所 し、

早期に軌道 に乗せるため、開所前か らの運営準備、稼動後 の管理 を徹

底 したが、利用者 の満床 となるまで若干時間を要 したこともあ り、当

初 の事業計画を下回る実績 となった。 しか しなが ら、人員等施設運営

体制は確 立 しつつあることか ら、今後更なる安定経営を目指 してい く。

今後の法人の事業展開を見極めるため、盛 岡市及び各市町が定 める

計画等 の分析 を進 めるとともに、各 自治体 ・関係機 関との情報交換 を密

に し、既存の事業の枠組みにとらわれ ない更なる事業展開について、引

続 き事業推進委員会を中心に継続 して協議 ・検討 してい くこととする。

また、他の法人 ・施設の動向について も常時把握す るため、定期的に施
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設見学等による訪 問を実施 し、新たな事業展開につなげてい くことと

する。

イ,介 護報酬、制度改定への対応

平成27年4月 に施行 された介護報酬の改定が、経営状況に大きく

影響 した。更に平成30年 度 には、介護報酬の改定 と第7期 介護保険事

業計画がスター トす る予定であ り、今後の介護施策において大きな節

目となることが予想 される。法人 として、将来的な資金計画の見通 しを

立てなが ら、新たな事業展開を含 め、施設整備計画 を必要に応 じて行 っ

てい く。

また、今後制度改正 について も、情報を逸早 く収集できるよ う、行政

機関や他 の法人 と連絡を密 に し、サー ビス内容の見直 しや運営規程、重

要事項説明書等契約関係書類の見直 しの準備 を順次進めてい くととも

に課題についても情報共有 し改善に取組んでい く。
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8.理 事会、評議員会 開催計画

【社会福祉法人制度改革施行 に向けた決算関係 スケジュール】

期間 月 日(参 考) 主要項目

3月31日 ○決算期レ

5月10日 〈監事への提出〉

○事業報告等(事 業報告及びその付属明細書)の 提出

○計算関係書類及び財産 目録の提出4週間

経過日

まで

一

○監事監査の実施

・監査報告の作成

5月29日 ○監査報告の提出

5月31日 ○理事会の開催(旧 役員による)※ 招集通知は1週 間前

・事業報告等、計算関係書類及び財産 目録の承認

・定時評議員会の日時 ・場所 ・議題等(決 算 ・新役員 ・報酬基準等)

の決定

※社会福祉充実残額がある場合、社会福祉充実計画の承認も併せ

て必要

6月1日 ○事業報告等、計算関係書類及び監査報告を事務所に備置き

毎

会

計

年

度

終

了

後

3

箇

月

以

内

レ

2週 間の

日か ら
レ

6月1日 ○定時評議員会の招集通知の発出

(計算書類、事業報告、財産 目録及び監査報告の提供)

1週 間

前まで

6月16日 ○定時評議員会の開催

・計算書類及び財産 目録の承認、事業報告の報告

・新役員の選任、報酬基準の承認等

※社会福祉充実残額がある場合、社会福祉充実計画の承認 も併

せて必要

○理事会の開催(新 役員による)※ 招集通知の発出は1週 間前

・理事長の選定等(当 日承認)

○理事長等の登記(理 事長選定後2週 間以内)

6月30日

期限

○資産総額の登記

○所轄庁への届出 ・公表

○財産 目録等を事務所に備置き

レ

(1)評 議員会

毎会計年度終了後3箇 月以内に1回 及び適宜開催

(2)理 事会

毎会計年度終了後3箇 月以内に1回 及び適宜開催
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9.監 査及び出納調査計画(監 事による)

毎会計年度終了後決算時及び適宜実施

10.事 業推進委員会

適宜開催

11.苦 情対応委員会

3～4回 開催

12.入 所判定委員会(施 設利用者決定委員会)

適宜開催
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「Pπ ～2ト 【"呼,唖 乾 一 一 一一

施 設 部 門 計 画
≧一,ミ ∫'r邑 側

1.目 指すべき施設像

施

設

を

取

り

巻

く

現

状

施

設

の

今

後

目

指

す

べ

き

役

割

当施設 のエ リアの中心部 とな る松 園地 区の人 口は、65歳 以上が約4,300

人 と高齢化率 が24%に 達 してお り、今後更 に高齢化 が進 んでい くこ とは必

至であ り、加 えて住 民の減少 と地域 コ ミュニテ ィの担い手不足、近隣 との交

流の希薄化等様々な課題 を抱 えているのが現状 である。松 園地 区 自治協議会

で 「地域 づ く り計画」を策定 してお り、その中で最 も重要視す る環境は医療

福祉施設で あ り、充実 した 医療福祉 環境 が求 め られてい る。

同地 区は近年新 たな特別養護 老人ホーム も開所 し、介護福 祉施設 が増加傾

向にあるが、今後 はこれ らの施設 が共 に連携 し、当地 区の社会資源 と しての

機 能 を果た し、地域 に貢献 してい くことが重要であ る。

これか らの特別養護老人ホームに求 め られ るのは、 「認知症 ケア」 ・ 「医

療 的ケア」の充実 とともに、個人や個性が尊重 され る 「個別ケア」の実践 と

考 える。今後、団塊の世代 が75歳 に達す る平成37年 になれ ば、こ うした

傾 向は更に顕著 にな って くると思 われ る。そのた め、ユニ ッ トケアを単 なる

多床室 か ら個室への流れ の延長線上で考 えるのではな く、入所者個人 を一人

の生活者 と捉 え、 「自分 らしく」暮 らす こ とができる よ う支援 してい くこと

が重要 である。

新 中期経営計画では、利用者 ・家族の満 足度 の向上や事故防止策の強化 、

感染症へ の危機 管理 対策 の強化、職員 の確保 と定着等 の課題 に引き続 き取組

む とともに、 「認知症ケア」 ・ 「医療的ケア」の充実 と高 い専 門性 を発揮 で

きる職員 の育成 、また介護 技術 ・資格 等の専門知識は さるこ となが ら、コ ミ

ュニ ケー シ ョン ・接遇力 を高 めるた めの研修強化 に取組 んでい く。

当施設 は、開所12年 を経過 し経年劣化 も顕著になってい ることか ら、利

用者 の安全 ・安心 な生活 に欠 かせ ない設備 ・機 具は緊急性 の高 いものか ら修

繕 ・整備 を行 ってい く。

利用者の 自己決 定 と選択 を尊重 し、利 用者 の尊厳 に配慮 した良質で安全 か

つ安心 なサー ビスの提供 に努 め、 「地域 の人 々に信頼 され る施設」を 目指 し

てい く。

地震、土砂災 害等災害 時の避難計画にっいて、盛岡市 と避難場所の調整

等 を行い、施設 の実情に応 じた計画 を改 めて策定す る。また、避難の際の重

14



要書類 の持 ち出 しについて、部署別 、重要書類別、担 当別等更 に具体的かっ

明確化 したマニ ュアル を策定 し、災害 に対す る意識 を更 に高 めてい くことと

す る。 また、地域 との連携及び協力体制 を確立すべ く、消防署のみな らず、

地元 の盛 岡市消防団第十分団 との連携 を密 に し、災害対策への意識 を更 に高

めてい くこととす る。

2.問 題解決 に向 けた取 り組 み

課 題 経営計画推進体制の確立

現状認識

日常の業務上の問題への対応 に追われ、経営計画の内容が十分に職員

に浸透 していなかったことと、役割分担や期限の設定が曖昧であったた

め、チェックや評価等が不十分であった。

取組方針

・中期経営計画 が 日常的に意識で きるよ う、毎月の リーダー会議 ・職員

会議 にて資料 として配布 し、職員へ の意識付 けを行 う。

・中期経営計画 の振 り返 り、進捗状況 の確認 を リーダー会議等 で発表 し

職員 に把握 させ るとともに職員 の意見 を集約 し改善 ・向上 につ なげて

い く。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

リーダー会議 ・職員会議での進捗状況

の確認回数

四半期毎 四半期毎 四半期毎

利用者 ・家族 の満足度 と接遇 マナーの向上

利 用者及び家族等 か らの苦情や聞き取 り調査結果 において、満足度 の

低い項 目もある。特に接遇 マナー については、日々の業務の 中で利用者

か らの要望や意 向を聞 き取 るための取組み、家族か らも相談 しやす い体

制 を作 ることによって、利用者及び家族 の満足度 を向上 させ ることが必

要である。

・接遇 マナー研修会 の実施、 自己チ ェックに よる振 り返 り、ケースに応

じた職員へ の個別 指導の徹底 に より、接遇マナー を向上 させ る。

・利用者 の尊厳 を重視 したサー ビスが浸透す るよ う
、権利擁護 に関す る

研修会 を実施す る。

・利用者、家族及びボ ランテ ィアに満足度 に関す るア ンケー トを実施、

また、継続 して第 三者委員 による聞 き取 り調査 を実施 し、その結果 を
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踏ま え、要因分析 と改善策 を全職員 に徹底す ることで満 足度 の向上 に

取組 む。

・利用者家族に対 して、カンフ ァレンス ・面会時の際に、要望や意 向を

聞き取 る。

・広報 「さくらぎだ よ り」を定期発行 し、家族懇談会や制度改正説明会

を通 して、積極 的な情報提供 と意見交換 を行い、家族 とのっ なが りを

強化す ることで家族 が相談 しやすい体制 を構築す る。

目標項 目

利用者 ・家族 ・ボランテ ィアへ のアン

ケー ト実施 回数

上記アンケー ト結果による満足度

目標値

平成27年 度

年1回

60°/,

平成28年 度

年2回

70°/.

平成29年 度

年2回

so°/,

課 題 地域に根 ざした施設運営の推進

地域 との積極的な関わ りが少ないため、地域住民の施設に対する理解

が希薄であるのが現状である。今後、地域住民に施設に対する理解 を深

現状認識 めてもらうためには、地域住民 との交流会や地域貢献活動等を通 し、施

設が地域の活動拠点として機能 し、地域の福祉ニーズに積極的に対応 し

てい くこ とが必要 である。

・地元町内会等地域住民に対 して、介護福祉に関する教室、講演会等を

開催 し地域貢献 にっ なげる。

取組方針 ・地域のお祭 り等 の行事 に参加 し
、積極 的に交流す る。

・施設行 事に地域住民 の参加 を勧 める
。

・災害時や高齢者の捜索等緊急時にも積極的に協力する。

・岩 手県社会福祉協議会 ボラ ンテ ィア(市 民活動セ ンター)を 通 じ、昌

一ズ にあった新規 ボランテ ィア を確保す る
。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

地域住民向けの介護教室 ・講演会の開 1回 2回 3回

催実施

ボランティアの積極的受入 3回 4回 6回

課 題 施設機能の地域への開放

16



介護福祉施設への理解や協力を得るためには、地域 との関わ りは重要

である。毎年、夏祭 り等施設行事 を開催 し、地域 の方 々 との交流の場 を

設けてお り、またボランティア活動や施設実習等を積極的に受入れてい

現状認識 るが、施設機 能の地域へ の開放 とい う点では部分的な関わ りに留 まって

い る状況である。もっ と施設 内部 を知 って頂 く取 り組み を強化 し、そ の

上でハー ド面 ・ソフ ト面の施設機能 を選んで活用 して頂 くよ う、ニー ズ

調査 に取組 んでい くことが必要 である。

・地域 の福祉ニーズ調査 を行 い、実施可能な ことか ら優先 して取組 む。

・ボランティア関係機関の活動団体を積極的に活用 し地域 とのっなが

取組方針 りを大切 にす る。

・第三者委員会等から施設に提言や提案を求める。

・ボ ランティア、町内会、 自治会等地域の方 々に施設活動への参加 を呼

びかける企画を立案する。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

地域の福祉ニーズの調査及び取組み 調査実施 検討 ・実践 検討 ・実践

課 題 職員研修の充実と専門性の向上

職員が、勤務体制の事情により、施設内研修に参加できないことが多

現状認識 く、専門性 を身 に付 ける機 会が少 ない状況 にあ り、職員 間の意思統一 も

難 しいのが現状にある。今後は、勤務体制や研修 日程、研修方法を工夫

し、職員全員 が参加 できる体制 を整 えてい くことが必要で ある。

・全職員を対象に定期的に施設内研修を実施 し、勤務体制の状況によっ

ては時間外での開催も検討する。

取組方針 ・引き続き外部研修に積極的に派遣 し、復命研修や他職員に対 してOJ

Tを 行い、 日常業務 の中で実践 してい く。また、OJTで の指導 を活

性化 させ 、共に気付 きを向上 させ る取組 みを行 ってい く。

・施設 内研修 に、外部講師 を積 極的に招へ いす る。

・職員の資格取得を奨励 し、積極的に情報提供する。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

施設内研修の開催回数 5回 6回 6回
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施設内研修への職員参加率 90% 95% 100%

職員の資格取得率(専 門職員数に対す

る介護支援専門員 ・介護福祉士の取得

割合)

40% 55% 60%

会議、委員会 の活性化 と職員 間の連携強化

施設 で運営 リーダー会議 、委員会 を開催 して も、業務 の都合上、対象

者全員 が参加 で きない状況 にある。施設 を運営す るに当た り、職種間の

「報告 ・連絡 ・相談」は不可欠 であ るが、現状 において は、タイ ム リー

に行 われてい るとは言 い難 いのが現状で ある。

また、仕事の引継 ぎ、記録 時間も業務 と して位置づ けてい るが、十分

に確保で きていないのも現状で ある。このた め、有効 な情報伝達の あ り

方 を検討す るとともに、職員 間の連携及び円滑なコ ミュニケー シ ョンを

図るた め、業務 の見直 しを再検討 し、職種 間の連携 を図 ってい く。

・各種委員会 について は、今 まで毎月初めの リー ダー会議 と併せ て開催

していたが、今後 は内容 の充実化 と効率化 を図るため、各種委員会 の

開催は毎月末週 に開催 し、翌月の リーダー会議で内容報告 と意見集約

を行 うこととす る。その後 、職員会議 で議事録等資料 を各部署及 びユ

ニ ッ トに配布す る とともに、 申し送 りで も徹底 し浸透 させ る。

・事前 の資料作成 と配布 によ り
、会議時間を短縮 し、業務に支障を来 た

さぬ よ う、効率的 に実施す る。

・会議
、委員会 開催 開始 時間の徹底 と終了時間 を明確 にす る。

・職員間の連携 強化 につ いて は
、部署毎、ユ ニ ッ ト会議 を定期的に開催

し情報 を共有化す る。

課 題 権利擁護の推進

現状認識

職員 の言葉遣いや応対 、セ ンサーマ ッ トを使用 した見守 り体制等、利

用者 の人権や安全 に配慮 したケアにおいて、改善すべ き点等課題 が残 っ

てい る。
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取組方針

・身体拘束廃止、虐待防止について、委員会の活性化を図 り、個々のケ

ア場面について検証 し、虐待防止 と利用者の人権や安全に配慮 したケ

アの改善に取組む。

・権利擁護及び高齢者虐待防止等について研修会を通 じ、職員一人ひ と

りが関心を持ち、正 しい知識を身に付けることで、尊厳の保持及び利

用者本位のケアに向けて介護力、看護力を高める。

・成年後見制度の家族等への理解を深める取組みを行 う。

目標項 目

身体拘束廃止 ・虐待防止に向けた研修

実施

権利擁護研修への派遣

目標値

平成27年 度

1回

1名

平成28年 度

1回

2名

平成29年 度

1回

2名

情報開示 ・情報提供 の充実

様々な形 で利用者家族等に情報 を発信 し、掲示板 による感染症 の流行

等の防止策 にっいては徹底 してい る。また、ホー ムペー ジの更新 を定期

的 に実施 しているが、最新 の情報 を よ りわか りやす く提供 できる よ う、

内容 を検討 してい く。

・広報 「さくらぎだ よ り」につ いては、利用者家族等の知 りたい情報 が

発信 できる よ う、掲載内容 を充実 させ る。

・施設選定の参考 となる上で、ホームペ ージの掲載内容 を検討 ・精査 し、

定期 的に更新 を行 う。

・施設パ ンフ レッ トについて も、居宅介護 支援事業所 と併せ て、見やす

く ・わか りやす く ・選定につなが るパ ンフ レッ トに リニ ューアルす る

よ う検討 して、早期 に実施す る。

「さくらぎだ よ り」 の定期発行

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

掲 載 内容 の 年4回 の定 年4回 の定

検討 ・精査 期見直 し 期見直 し
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課 題 感染症対策の充実及び徹底

現状認識 集団感染や食中毒の発生を予防するためには、感染症マニュアルの周

知徹底及び研修の更なる強化が必要である。

取組方針 ・感染症対策委員会 が主体 とな り、関連マニ ュアル の見直 しと周知 を行

い、感染症予防対策や緊急時への備 えを講ず る。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

感染症予防マニュアルの見直 し 随時 随時 随時

感染症予防研修の実施 6回 6回 6回

課 題

現状認識

取組方針

計画的な修繕

施設建設後11年 を経過 し、近年設備等での不具合 ・修繕が続 く状態

にある。特に空調設備や厨房機器、給排水設備での経年劣化による基盤

や部品交換等の修繕が発生 してお り、突発的な支出負担が増加 し資金繰

りにも影響出てくることか ら、計画的な修繕管理が必要である。

・修繕整備する必要がある設備機器等について調査の上、整理 し優先順

位 をつけ、計画的な修繕を行 う。

・設備機器の正 しい使用方法を再確認 し、異常の早期発見 と報告を徹底

するため、取扱マニュアル と修繕管理簿を作成する。

・利用者の行為、又は職員の誤操作等による突発的な修繕については、

発生要因の検証 と再発防止の検討を徹底 し、突発的修繕を抑制する。

目標項 目

設備機器の正 しい使用方法の再確認、

異常の早期発見と報告の徹底。

突発 的 修繕 の抑 制

(上記理由による修繕費、現状約100万 円)

目標値

平成27年 度

故障発生報

告書及び管

理簿の作成

・修 繕計画表

の作成

・現 状 よ り

5%削 減

平成28年 度

取扱マニュア

ルの作成 と周

知徹底

・修繕計 画表

の作成

・現 状 よ り

7%削 減

平成29年 度

取扱マニュアル

に基づ く適切な

取扱いの徹底

・修繕計画表

の作成

・現状 よ り

10%削 減

課 題 諸規程の遵守

現状認識 就業規則の説明は、新人職員研修や採用時において実施 しているが、

その他諸規程については、種類 も多 く全て周知することが難 しい現状に

ある。
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・新人職員研 修では、先ず就業規則等身近 な ところか ら始 め、一度 き り

の説 明 とせず、その後 は既存 の職員 と同様 に、職員会議 やスポ ッ ト研

修 によ り、項 目を絞 って説 明 し、全職員 が理解で きるよ うにす る。

・諸規程等の内容 について は、制度 改正 に伴 う見直 し改正 のほか、施設

の実情 と現状 に沿った内容 に随時見直 ししてい くこととす る。

課 題 利用者の安全管理の徹底

利用者の安全管理に関するマニュアル作成、汚染物処理の実演等感染

症に対す る予防策は徹底 してきているが、随時見直 しが必要である。

利用者の健康診断、定期採血、職員の情報による健康状態の把握は出

現状認識 来てい る。また、施設内研修や 申し送 り時 に疾患に関わ る症状、予測で

きる内容について伝達 しているものの、更に他職種 と迅速で的確な情報

を共有 してい くためには、記録簿や報告書等の回覧方法のルール作 りも

重要 である。

「医療的 ケア」に参加 した介護職員 に実地研修 で、 「喀疾吸引」、 「経

管栄養」 の必要性 、手技 を指導 してお り、今後 も継続 を要す る。

・感染予防、急変時のマ ニュアル を見直 しの上、再作成 し、感染 予防、

事故対策 に努 め る。

・協力病院や他職種と連携を図 り、利用者の状態を把握 し、体調不良を

早期発見 し、迅速 な対応 を行い、重症化 を防止す る。

取組方針 ・職員へ施設内研修等により、医学的知識を提供 し、利用者の体調不良

等の異常について早期に発見する。

・ 「医療的ケア」 に参加 す るこ とで、介護職員 が技術 ・知識 を習得 し、

利用者の安全を確保する。

・利用者家族 と情報 を共有 ・提供 し、利用者の健康を維持 し信頼関係 を

構築す る。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

施設 内研修 の実施 ・マニ ュアル の作成 内容検討 内容の見直し 内容の見直 し

作成 作成 作成

「医療的ケア」研修の参加 職員参加 職員参加 職員参加
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課 題 快適な食生活を送れるよう支援する

日本 人の食 事摂 取基準の改正に よ り、平成27年4月 よ り食塩 の1日

の摂 取 量 が 男性8.Og未 満 、女 性7.Og未 満 に 改正(現 行 男 性9.Og、 女

性7.5g)と なったため、食事提供 にっいて調整方法を変更 し実施 中。

現状認識 刻み食の対象利用者か ら、普通食を刻み食 とするために、食材が分 り

づ らい との意見が あ り、調理方法や盛 り付 け等に工夫 が必要で ある。

厨房内の職員間で、技術及び知識、仕事に対する意識の高 さに乖離が

あ る 。

施設組織 としての情報共有方法について、再度見直す必要がある。

・栄養 並び に心身 の状況 を考慮 した栄養マネ ジメン トの実施
。

・栄養 ケア計画 に基づ き、栄養 面、嗜好面 、季節感 を考慮 したメニュー

を作成す る。また、日々可能な限 りユニ ッ トを回 り、利用者 よ り食事

に対す る意 見を聴取 の上、記録 し改善 につ なげる。

・食事摂取基準改正後の食塩量に抑制するため、盛付器具の統一 と献立

取組方針 の見直 し、盛付等 によるバ ラつ きをな くす。

・刻み食 、ゼ リー食 につ いて は、利用者の意 見の他 、介護職員 の意見 も

取 り込みながら盛付等を工夫する。(行 事食や楽しみ としての取組み

ついても同様に実施)

・食中毒や感染症予防については、職員の意識 レベルを向上させ るた

め、 日常的な注意喚起 と衛生管理を徹底す る。

・栄養ケア計画含む利用者情報及び報告について、組織配置に則 って改

めてルール作 りし情報共有化を徹底す る。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

食事 の減塩対策(1日 あた り7g未 満) 盛 付器 具 の 献 立 の見直 献 立 の 見 直

統 一 ・献 立 の し ・検 討 し ・検 討

見直 し

情報共有 ・記録簿に関す るルール作 り ル ール 策 定 ・ 記 録簿 の見 左 記 の 見 直

実施 直 し し ・実施

課 題 施設利用者の身体機能低下予防と介護予防活動の活発化

機能訓練実施プランの定期的な見直 しと評価を行い、施設利用者の細

やかなADLを 把握 し、個別性のある機能訓練を実施 している。また、

他職種 とのカンファレンスの実施、機能訓練実施プランと評価の回付に

より、情報共有しなが ら機能訓練を行った。しかしなが ら、介護予防活
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現状認識 動 において の評価及 び見直 しは行われ ていないのが現状である。 また、

利用者が、主体的に介護予防活動への取組み、参加できる体制が不十分

で あ る。

機能訓練、介護予防活動 ともに個々の利用者によ り、実施回数が大き

く異なるため、全ての利用者に実施 ・参加出来る体制を構築することが

必 要であ る。

・個別実施計画に基づいた機能訓練の実施 と定期的な評価 と見直し

・カンフ ァレンスや実施 プラン等利用者 情報 及び報告 について
、組織配

置 に則 って改 めてル ール を作 り、情報 共有化 を徹底す る。

・他職種の協力を得ることで介護予防活動の強化を図る。(季 節を感 じ

取組方針 られ る各種ア クテ ィビテ ィ、映画上映会 の実施、グループ体操 、さく

らぎコー ラス、健康講座、栄養 教室のほか、希望利用者 に対 しては臨

床美術 、フラワーア レンジメン トを定期的 に実施)定 期的な評価 と見

直 しを実施す る。

・現状の機能訓練実施体制を見直す ことで、利用者満足度の高い機能訓

練 、介護予 防活動 を提供 してい く。

目標項 目 目標値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

:鶯 縮 プラン⊥魏 灘
3ヵ 月毎 3ヵ 月毎 3ヵ 月毎

:灘 繍 プラ穿 譲 参加
1ヵ 月1回

以上

1ヵ 月2回

以上

1ヵ 月2回

以上
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3.施 設稼働 率の向上

課 題

現状認識

取組方針

指 標

(稼働率)

施設入所

利用稼働率の維持 ・向上

近年 の施設入所の稼働率 は98%程 度 を維持 してきてい るが、入 院者

の増加 によ り、稼働率 が落 ち込んだ年度 もあった。利用者 の入院 を少 な

くす るためにも、看 取 り介護 の実施、利 用者 の健康 管理 の充実、事故件

数 の解消 に取組 む とともに、短期入所 との一体的な取組 みに よ り、空床

利用 も含 め、利用率 の向上 に努 め ることが重要で ある。短期入所につ い

ては、一時短期入所 の受入 を断 った時期 があったが、現在は関係機関、

他事業所 との連携 を密 に し、情報交換す る ことで改善 してきているが、

利用 したい ときのタイ ミングもあ り、積極 的な利用 にはつ なが りに くい

のが実態であ る。

・タイムラグの少ない施設入所を行 うため、入所判定委員会で入所順位

を決定 しているが、入所の段階で断 られるケースもあるため、申込待

機者 リス トの更新を常に行い、待機者の動向調査を行 う等管理を更に

強化す る。

・感染症対策 と事故防止の徹底、特に冬場のインフルエンザ等感染症

は、利用稼働率に大きく影響するため、引続き職員に対する予防接種

や感染予防対策に関する知識の習得に取組む。

・長期入院者については、家族 ・協力病院 と連携 し、空床期間をできる

限 り短縮する。また、入院中の空床ベ ッ ドを有効利用 し、短期入所の

利用率アップにつなげる。

・生活相談員 と居宅介護事業所 との連携を密にし、空床を埋めるととも

に継続利用につなげる。

平成25年 度

実 績

98.8°/o

鞭

績

㈲

26

魂　

成

実

61

平

⑫

96.2°/o

目 標 値

平成27年 度

98°/o

平成28年 度

99°/o

平成29年 度

loo°/.

4.各 種委員会開催計画

別紙参照

5.年 間研修計画

別紙参照

6.行 事計画

別紙参照
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(予防)短 期入所生活介護事業所計画

1.基 本方針 な らびに重点 目標

基

本

方

針

重

点

目

標

・利用者が住み慣れた地域で、安全かつ安心 して生活できるよう、利用者の

人格を尊重 し、常に利用者の立場に立ったきめ細やかなサービスの提供に

努める。

・介護者の身体的 ・精神的な負担の軽減を図るため、利用者や家族が必要と

する介護サー ビス及び自立支援につながることができるサー ビスを適切 ・

適時に提供 していく。

・介護支援専門員や生活相談員、介護事業者、医療機関はもとより、自治会

や民生委員等地域関係者 との情報の共有化を推進 し、利用者や家族が快適

に過 ごせる生活環境の整備に注力 していく。

以上を基本方針 と定めて取組んでいく。

ア.

イ.

ウ.

工.

定期利用の推進及び新規利用者の確保(稼 働率の向上)

介護者の介護負担を軽減することを目的に、既存利用者については、

適切な計画に基づき、定期利用回数の増加を推進するとともに居宅介護

事業所 との連携を更に密にし、新規利用者の確保に努める。また、近隣

地区の居宅事業所 との連携 も強化 し、情報提供を積極的に行い、空床臨

時利用者を開拓 していくことで稼働率を高める。

利用者の立場に立った介護サービスの提供

外部研修への派遣や施設内研修や勉強会 を通 じ、認知症ケアや接遇

マナーの向上に努め、利用者本位の質の高いサー ビスを提供できるよ

う人員配置の見直 しも検討 し、人的体制の強化を図る。

残存機能の維持 ・向上を図る。

利用者がいっまでも自宅で生活することができるよう、自立支援にっ

ながる介護サー ビスを適切 に提供するとともに、生活環境を整 えること

で運動機能低下による事故防止に努める。

地域関係機関との情報の共有及び連携の強化

介護支援専門員や生活相談員、介護サー ビス事業所、医療機関をはじ

め、地域関係者 と蜜に連携を図 り、情報の共有化を推進することで利用

者が安心して生活できる環境整備にっなげる。
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2.研 修計画

施設 の内容 と同様

3.年 間行事計画

施設の内容 と同様

4.利 用稼働率の向上

指 標

(稼働率)

平成25年 度

実 績

平成26年 度

実 績

(2614～27/1)

目 標 値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

短期入所 68.3% 77.5% 85% 90% 95%
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1.基 本方針並び に重点 目標

基

本

方

針

重

点

目

標

・高齢者 が住み慣 れた地域 で、安全 かつ安心 して暮 らしてい けるよ うに、リ

スクマネ ジメン トに着 目した ケアマネ ジメン トを実施 し、在宅生活の継続

を支援 してい く。

・認知症高齢者 への支援 のた め、専門知識 の習熟 に努 める。

・介護予防推進 に も尽力 し、地域 に信頼 され る事業所 を 目指す。

・短期入所 との連携 を十分 に行い、常に安 定 した収支構造 を確保 し、利用者

の安定維持 に取組 み、収支バ ランスの向上 を 目指す。

以上 を基本方針 と定 めて取組んでい く。

ア.

イ.

ウ.

工.

危機管理に着 目したケアマネジメントの実施

利用者の日常生活上の危機管理に着 目し、必要に応 じて関係機関と

連携、協働を行い利用者の安全 を確保する。

地域への貢献度の向上

介護予防推進の観点か ら、自主的活動の支援を行ってい く。また、地

域の行事等にも積極的に参加 し、地域住民と交流を図 り、地域に根 ざし

た事業所を目指す。

職員の資質向上を目指す

多様化する介護保険制度に円滑に対応できるよう、各種研修会に積極

的に参加 し、知識の習得に励むとともに自己啓発意欲を高め、ケアマネ

ジメン トカの向上に努める。

収支バランスの向上

各事業所及び担当地域包括センターへの定期訪問等により連携を

強化 し、新規先を確保す ることで、顧客件数の増強を図 り、収支不均衡

か らの脱却を目指す。

2.研 修計画

施設の内容 と同様

3.年 間行事計画

施設の内容と同様
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4.利 用稼働率 の向上

指 標

(稼働率)

平成25年 度

実 績

平成26年 度

実 績

(2614～2711)

目 標 値

平成27年 度 平成28年 度 平成29年 度

居宅介護計

画作成件数 29件 26件 35件 35件 35件
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〈運営方針>

1.家 庭的な環境 と地域住民 と交流 の下、食事、入浴 、排泄等 の介護その他 の

日常生活の支援、機 能訓練 を行 うことによ り、利用者 がその有す る能力に

応 じ自立 した 日常生活 を営む ことができるよ う適切 な支援 を行 う。

2.利 用者 の身体 的、精神 的状況の把握 に努 めるとともに状態 に応 じ医療機 関

と連携 し適切 な対応 を行 う。

3.社 会福祉 法人 の運営 に関す る情報 を適正 に開示す る。

4.事 業連携 として、市町村、バ ックア ップ施設の特養 さくらぎの里や協力医

療機 関に加 え、地域包括支援 セ ンター 、居宅介護支援事業者、他の居宅介

護 サー ビス事業者、 日本認 知症 グルー プホー ム協会 、利用者家族等地域の

社会資源や マンパ ワー等 と連携 ・協力体制強化 を図ってい く。

<行 動指針>

1.地 域住民 と共生できるグループホームを 目指す。

2.法 令 を遵守 し虐待 防止 に努 める。

3.個 人情報保護 を徹底す る。

4.身 体拘束の廃止 に取組む。

5.要 望 、苦情に対 し速や かに対応す る。

6.利 用者 の趣味 ・嗜好 ・生活 ・記憶 の歴 史、背景 を大切 にす る。

7.安 全 ・快適 ・清潔 な環境 の整備 に努 める。

8.研 修 に積極的 に参加 し、知識 ・技術 の向上に努 める。

9.「 福祉 サー ビス第三者評価」 を継続受診 し施設 並びに介護 の質 の向上 に努

め る。

10.福 祉体験 ・実習 ・ボ ランティアの積極的な受入れ を行 い介護員育成に

協力す る。

11.

12.

13.

14.

運営推進会議を活用 し運営上の課題等について協議 し改善に努める。

防災対策に取組み、利用者保護に努める。

労務管理に努め適正な職員管理を行 う。

情報開示については施設内、広報紙、ホームページを通 じ開示する。

1.食 事 について

グループホーム職員 、入所者 がメニ ュー作成 、調理 をす るだ けでな く既存

の特別養護 老人ホームの管理栄養士及び調 理員 か らの指導 ・提案 によるメ

ニュー を作成 し調理 指導 ・補助 を行 うこ とで、食事 の質 を究 める。

2.入 浴 ・排泄 ・リハ ビリ ・家族 との交流 にっいて
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処

遇

方

針

事

業

運

営

の

適

正

化

職

員

の

定

着

(1)重 度者 に対応 できる入浴設備 を設置 し、 どのよ うな状態で も入浴 を可能

とし清潔 を保 ち、人 間 として の尊厳 を保持 できるよ う支援す る。

(2)排 泄の 自立支援、尊厳 の保持 に努 める。

(3)可 能 な限 り トイ レでの排泄 を誘 導 し、オムツ等 の使用 になった場合 で も

誘導、声掛 けによ り トイ レでの排泄 を優先 させ るよ うに促す。オムツ交

換、入浴介助で は極力同姓介護 を基本 とし、差恥心 を与 えない よ うプ ラ

イバ シー保護 に重点 をお き、個人の尊厳 の保持に努 め る。

(4)家 族 との交流 にっいて、施設行事 には事前 に文書等で家族へ連絡 し共 に

楽 しみ を共有 できるよ うに し、会報 ・ホー ムペー ジ等 で様子 を報告す る。

(5)趣 味 ・外 出活動 を通 じた生活 リハ ビリで身体機能 の維持 向上 にっなげて

い く。

3.重 度者 に対す る支援 について

(1)障 害 のある方 に対応 できるベ ッ ド、車椅子 、 トイ レ、ナース コール等の

不足 、故障 による不具合が ないよ う定期 チェ ック し管理徹底 す る。

(2)可 能 な限 りグループホー ムで対応 し、主治 医 ・協力 医療機関 との連携 に

よ りスムーズ な受診 ・入院治療 を行 い、既 存の特別養護老人 ホー ムさく

らぎの里 との連携 に よる入所対応 を行ってい く。

(3)喀 疾 吸引の研修の受講 を推進 し、吸引 ・胃ろ うの利用者 に対応で きる職

員 を配置す る。

<運 営推進会議の開催>

1.運 営推進会議を開催 し、事業の運営状況の把握のほか、利用者の日常生活

等活動状況の把握、事業に対する提言、事業に対する評価のため、2か 月

に1回 の会議を開催する。

2.特 別養護老人ホームさくらぎの里の苦情対応委員会 と併せて開催 し、特養

の苦情対応委員からの意見等 も聴取 し改善につなげていく。現状 どお り要

望 ・苦情の窓 口を一本化 し、情報が散乱しない体制 とす ることで申立者が

不利益な扱いを受けないよう保護する。又、情報を共有した対応 を協議 し

た上で速やかに利用者等への回答及び改善を図 り、職員に周知徹底 してい

く方針。

1.職 員 の処遇 について、

(1)施 設長 が定期及び随時に個別面談 を行い職員個 々の意見 、要望 を聞き、

業務 に反映 させ る。

(2)既 存施設 と同様 に非正規職員 か ら正規職員への登用制度 を導入す る。

(3)年 次休暇 の利用促進 に よ り、職員 の心身 の休養 、 リフ レッシュ となるよ

う配慮す る。

(4)冠 婚葬祭 、配偶者 の出産等においての特別休暇の取得 、育児休 業、育児
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短時間勤務、介護休業、介護短時間勤務等の規程を浸透 させ、職員が制

度を利用 しやすいよう配慮する。勤務表作成時に希望の休 日を取 り入

れ、旅行や子供の学校行事等に参加できるよ う配慮する。

(5)歓 迎会、忘年会等を開催 し職員間の親睦を深める。

(6)新 卒者に対 し先輩職員を指導者 とし、定期評価を行いながら指導 した後

も様々な相談役 としてフォロ・一一・す る。

(7)資 格取得や 自己啓発の支援を行 う。

(8)福 祉医療機構の退職金共済への継続加入。

2.認 知症実践者研修修了者、 リーダー研修修了者が主体 とな り、認知症入所

者の対応に見識の相違が出ないよう施設内研修を行い、その際には研修終了

者のみならず、認知症介護のベテランの介護職員を専属の指導者 とし定期評

価を行い介護技術の指導だけでなく様々な相談役 として対応 していく。

1.地 元町内会等の夏祭 り、敬老会等各種地域行事へ参加 し地域住民 と関わる

ことにより交流を深める。

2.近 隣の高松憩いの家で行われている高齢者の同好会 ・サークル活動等に参

加 し日常から地域住民と交流を深める。

地域ボランティアの積極的受入れを行 う。

4.災 害時の福祉避難所 として開放 し、救助物資の提供、協力を行 う。

5.地 域における介護、認知症への支援 を行 う。

6.施 設行事には事前に文書等で家族へ連絡 し、共に楽 しみを共有できるよう

にするとともに会報、ホームページ等でお知 らせする。また、町内会等へ

は回覧板等で周知及び高松老人憩いの家等にポスター掲示 し行事等への参

加を募る。

7.周 辺には文教施設が集積 してお り、1km圏 内に8ヵ所の施設があり、体験学

習 ・ボランティア ・慰問等で世代間交流を図る。

〈医療機関との連携体制についての取組み〉

協力医療機関として内丸病院、歯科協力医院として小笠原歯科医院 と契約

してお り、引き続き利用者の健康管理及び緊急時の対応、休 日 ・夜間にお

いても受入できる早急な対応を確立していく。医療機関との医療連携を保

持することで入所者の健康管理が良好に保たれるよう配慮していく。
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施

設

独

自

の

取

組
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し

て

災
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対
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に

つ

い

て

1

2

L

2.

3.

4.

5.

「第三者評価」の受審により、利用者により良い環境を提供 していく。

既存の特別養護老人ホームとの連携により各種行事、研修等を共同開催

し、感染対策 ・事故対策等各委員会での情報共有を行 うことで、より有機

的に活用可能 となり、利用者が安全かつ快適な生活が送れるようグループ

ホーム及び法人全体で支援 してい く。

利用者の健康管理及び緊急時の対応など特別擁護 老人ホーム と同様に健康

管理を行ってい く。

特養 と同様に、小中高生だけに限 らず専門学校、大学、その他介護員養成

機関からの受入れ要請について、就業支援における事前見学や体験学習、

職場実習を積極的に受入れ、介護職員の育成に注力 してお り、介護人材の

育成に注力 していく。

地元町内会等の地域行事へ参加 し地域との交流を図っていく。引き続き町

内会の一員 として、災害時における福祉避難所 としての受入れ、救援物資

の搬送の手伝い、職員派遣等を行 っていく。

職員の交流についても、町内会の一員として、清掃活動や地域の季節行事

等に参加する事によりグループホームへの理解を深め地元に密着 した施設

として受入れてもらえるよう活動 していく。

老人クラブ、町内会、子 ども会等の意見 ・希望等を聞き、介護職員等によ

る近隣者が気軽に相談できる少数制の介護教室等の随時開催 していく。

1災 害への対策について

(1)特 別養護 老人ホームさくらぎの里同様 に非常災害対策を行 う。消防署

の他、地元消防団(第 十分団)の 協力 を得て、定期的に非常災害訓練

を地域住民 と共同で行 うとともに、地域の防災訓練にも参加する。

(2)施 設が被災 したときは、徒歩1分程にある盛岡市の指定避難場所の 「高

松老人憩いの家」への避難 とする。 「高松老人憩いの家」が利用でき

ない時は施設か ら1km圏内に10ヵ所ある指定避難場所への避難 を検討

し、既存の特別養護老人ホームさくらぎの里にて受入れ、利用者を施

設職員 と協力 しなが ら避難 させ利用者保護 に努める。

(3)日 常から非常食 ・飲料水 ・発電機等災害備蓄品を利用者、職員等の人

数分を合わせた5日分を常備、非常時には福祉避難所 として開放 し被災

者を受入れ、必要物資の提供を行い、利用者 ・被災者保護に努める。
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平成29年 度 部門別事業計画表

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議 リーダー会議

会 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議 職員会議

給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議 給食会議

議 ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス ケアカンファレンス

担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議 担当者会議

第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価受審予定 レ 第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価改善 第三者評価改善

入所判定委員会 滴官開催

研修委員会 1適 宜開催

委 苦情対応委員会 1過 亘開惟

広報委員会 i週 亘開催 広報発行 広報発行 広報菊行 広報発行

員 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会 安全委員会

事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会 事故対策委員会

会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体鉤束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会 身体拘束委員会

感染症対策委員会 感染症対策委員会 感染症対策委員会 感染症対策委員会 感染症対策委員会 感染症対策委員会 感染症対策委員会

衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会 衛生管理委員会

〈施設内〉 以降、年度初に研
1 〉

研 新人職員研修 修委員会にて決定

〈施設外〉 給食従事者研修 医療的ケア研修 医療的ケア研修 医療的ケア研修 医療的ケア研修 介護予防研修 経営セ ミナー 高齢協職員研究会 施設調理従事者研 県社協、経営協

修 中央 ブロ ック役 介護保険施設集 ユ ニ ッ トケ ア研 認知症実践 リー 認知症介護実践 虐待防止研修 介護福祉士研修 リスクマネジメ カ ン トリー ミー 社会福祉法人経営 修、権利擁護看護 総会ほか

員会ほか 団指導研修ほか 究会ほか ダー研修会ほか 者研修ほか 労働環境改善ほか 新任職員研修ほか ント研修ほか ティングほか セ ミナーほか 実務研修ほか

環 衛生害虫防除 衛生害虫防除 飲料水水質調査 衛生害虫防除 グリストラップ洗浄 衛生害虫防除 浄化槽清掃 衛生害虫防除 衛生害虫防除 WAX清 掃

境

整

グリストラップ洗浄 貯水槽清掃 グリストラップ洗浄 グリストラップ洗浄 グリストラップ洗浄 グリストラップ洗浄

備

防 避難訓練 避難訓練

災

・汚水処理点検 ・エ レベ ー タ ー ・自動 ドア保守 ・汚水処理点検 ・汚水処理点検 ・エ レベ ー ター ・汚水処理点検 ・エ レベ ー ター ・汚水処理点検 ・エ レベ ー ター ・エ レベ ー ター ・エ レベ ー ター

・エ レベ ー タ ー 遠 隔点検、定 ・汚水処理点検 ・エ レベー ター ・エ レベ ー ター 遠隔点検 ・エ レベ ー ター 遠隔点検 ・エ レベ ー タ ー 遠隔点検 遠隔点検 遠隔点検

管 遠隔点検 期検査 ・エ レベ ー タ ー 遠隔点検 遠隔点検 ・電気設備年次 遠隔点検 ・冷凍庫点検 遠隔点検

理 ・業務 用冷凍冷' 遠隔点検 ・GHP保 守 点検 ・電気設備点検 ・自動 ドア保守

● 蔵庫、食器洗 ・電気設備点検 ・業務用冷凍冷

点 浄機保守 蔵庫、食器洗浄

検 ・電気設備点検 機保守

・浴槽水質検査 ・電解水生成装

置、軟水機保守

そ 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 各種実習生受入 済種実習生受入、

L

各種実習生受入 各種実習生受入

の ボランティア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボ ランティア受入 ボランテ ィア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボランティア受入 ボ ランティア受入

他 職員健康診断 松園夏祭り参加 職員健康診断 松園新年交賀会参加



平成29年 度 年間行事予定表

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

施

設

行

事

・チ ャグチ ャグ

馬 っこ

・夏祭 り

〈22日(土)〉

・敬老 会

〈9日(台 〉

・介護 フェア

〈11日(土)〉

・クリスマス会

〈16日(土)〉

・利用者家族

交流会

〈10日(土)〉

ユ

ニ

ッ

ト

行

事

年度初 にユニ ッ

ト毎 に行事 内容

決定

(随時開催)

1 〉

そ

の

他

行

事

・ギター ボラン

テ イア

・フラワーア レン

ジメン ト

・臨床美術

・グルー プ体操

・お花見

・各種イベ ン ト

随時 開催

♪

〉

・ア サ ガ オ 種

植 え

・馬 ツ コパ ー

ク見学

・北 の街 の 懐

メ ロ

・七 夕

・さん さ踊 り

練 習会

・映画上映会 ・さくらぎコ

ー ラス発表会

(敬老会)

・映画上映会 ・北 の街 の懐

メロ

・紅 白歌合戦

・さ く らぎ コ

ー ラス発表会

(クリスマス会)

・書初 め大会 ・の ど 自慢 大

会

・映 画上 映会

食

事

・こ どもの 日 ・七 夕

・土用 丑 の 日

・敬老会料理 ・寿 司の 日 ・ク リスマ ス

料理

・大晦 日(年 越

しそ ば)

・正 月料 理

・七 草粥

・節分 ・ひな祭 り



平成29年 度 グループホーム さくらぎ行事等計画表

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

・お花見 ・こ どもの 日 ・チ ャグチ ャグ ・夏祭 り ・盆 踊 り ・敬老会 ・ミニ運 動会 ・介護 フ ェア ・ク リス マス会 ・新年会(鏡開 ・節 分 ・桃 の節 句

施 馬 っこ 〈22日(土)〉 ・高松の池花 ・紅葉狩 り 〈11日(土)〉 ・紅白歌合戦 き) ・バ レ ンタ イ ■

設 ※特養合同 ※特養合 同 火大会 ※特養合同
一"

ンア ー

行 ・ハイ キ ング ・ハ ロ ウ ィ ン

事 ・家族交流会 ・家族 交流会

(ユニ ッ ト (ユ ニ ッ ト

っ ば き) ぼたん)

諸

会

運営推進会議 運営推進会議 運営推進会議 運営推進会議 運営推進会議 運営推進会議

議

・臨床 美術

k

2
そ ・各種 イベ ン ト ・七 夕 ・映画上映会 ・さ く ら ぎ コ ・映画上映会 ・紅 白歌合戦 ・書初め大会 ・節分 ・映画上映会

の (随時開催)
・さん さ踊 り 一 ラス発表会 ・さ く ら ぎ コ ・ひ な祭 り

他 ・町内会行 事 練習会 (敬老会)
一 ラス発表 会

行 (随時参加) (ク リスマス会)

事 ・利用者誕生会
1 〉

防

災

関

・避難訓練 ・避難訓練

連
・こ どもの 日 ・七夕 ・敬老会料理 ・寿 司 の 日 ・ク リ ス マ ス ・正月 料理 ・節 分 ・ひ な祭 り

・土用 丑の 日 料理 ・七 草粥

食
・大晦 日(年 越

事

しそば)


